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 「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律」が平成 25年 4月（一部は平成 26年 4月）から施行され、「障

害者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以

下「障害者総合支援法」という。）」となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の法改正により、障害者福祉制度が大幅に変更され、障害のある人が住み慣れた

地域で安心して暮らし続けるための地域支援体制づくりや、地域や在宅での生活が維持

できない重度の障害のある人が、入所して医療や介護を受けることができる施設の充実

や拡充を進めることが、これまで以上に求められています。 

 

 

 

 

（２）障害のある人が安心して暮らせる地域社会 

 

＜障害者自立支援法改正の概要（障害者総合支援法）＞ 

 

・障害者基本法の改正を踏まえて法律の基本理念を新たに規定 

・障害者の範囲に難病等を追加（25.4.1施行） 

・「障害程度区分」に代わる「障害支援区分」を創設（26.4.1施行） 

・重度訪問介護の対象を知的障害・精神障害に拡大（26.4.1施行） 

・ケアホームとグループホームを一元化（26.4.1施行） 

・地域生活支援事業の必須事業として意思疎通支援を行う者の養成研修等を追加 

（25.4.1施行） 

・障害支援区分の認定を含めた支給決定のあり方等を法施行後３年を目途に検討 
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① グループホームの設置促進 

② 障害者権利擁護センターの運営 

③ 心身障害者コロニーの再編整備 

④ 第二青い鳥学園の再整備 

⑤ 重症心身障害児者施設の整備促進 

 そこで、あいち健康福祉ビジョンの障害者福祉分野で取り組んでいる様々な施策のう

ち、以下の主なものを取り上げ、実施状況を検証します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜資料：障害者総合支援法の概要 厚生労働省＞ 
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障害のある人が住み慣れた地域で自立した生活をするためには、グループホーム等の

住まいの場の確保が重要となっており、平成 24 年 3 月に策定した第 3 期愛知県障害福

祉計画(計画期間平成 24～26 年度)では、平成 26 年度末の定員数を平成 22 年度末の定

員数の 2倍とすることを目標として整備を進めていくこととしています。 

しかしながら、土地の確保や費用の調達などの点から、新築により整備を進めること

は困難で、整備がなかなか進まない状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、既存の戸建て住宅を活用してグループホームを設置する場合、建築基準法の「寄

宿舎」の規定が適用されるため、防火間仕切り壁の設置などが必要となり、大規模改修

工事を行わなければならない場合があるなど、活用しづらい状況となっています。 

 

 このため、既存の戸建て住宅を有効に活用した障害者のグループホームの設置を促進

するため、行政機関、学識経験者及び事業者等で構成する連絡会議において取扱い案を

とりまとめ、平成 25年 10月から 1か月間、県民の皆様から意見の募集（パブリックコ

メント）を行った上で、「愛知県既存の戸建て住宅を障害者グループホームとして活用

する場合の取扱要綱」を策定し、平成 26年 4月 1日から実施しました。 

① グループホームの設置促進 

 

 

 

 

＜資料：愛知県健康福祉部障害福祉課＞ 
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 この要綱により、充分な防火・避難対策を講じた既存の戸建て住宅については、建築

基準法の「寄宿舎」への用途変更の手続きを要しないことなり、防火間仕切り壁の設置

等が不要となりますので、本県の障害者のグループホームの設置が促進されることが期

待されます。 

 

この他にも、整備費の補助による供給促進策として、新設・既設の改修を対象とした

「障害者施設設置費補助金」、スプリンクラー設備の設置を対象とした「社会福祉施設

等耐震化等臨時特例交付金」や、財政基盤の弱い小規模な事業所の運営に必要な経費を

補助する「障害者共同生活援助事業費補助金」など、グループホーム設置の促進を図る

ための取組と併せ、今後、グループホームの積極的な設置を促進していきます。 

 

＜平成 25年度障害者施設設置費補助金（グループホーム分）整備実績＞ 

箇所数 定員 事業費 補助額 

１２か所 ７８人 578,478千円 233,894千円 

 

 

また、平成 26 年 4 月から「グループホーム整備促進支援制度」を実施しています。

グループホームの設置・運営に精通した方を「支援コーディネーター」として複数名配

置し、新たにグループホームの整備を検討している方を対象に、支援コーディネーター

を中心とした「開設・運営説明会」の開催や、より具体的に運営がイメージできるよう

に「見学会」や「相談会」を開催するなどして、グループホームの立ち上げから運営ま

でをトータルに支援することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


